
業務棚卸評価シート 1/5

23年度 24年度 25年度 802,661 802,661 1,118,458 1,118,458

1 総
学校施設整備期
成会参加

県下における公立学校施
設整備の促進を図る。

職員

定
例
定
型

研修会への
参加

２回 ２回 ２回 7 １回
職員の資質の向上が
図ることができ、成
果が出ている。

Ｃ 7 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

1
学校施設整備期
成会参加

会議、視察研
修会への参
加、負担金の
納入

会議、視察研
修会回数

２回 １回 7

会議、視察研
修会への参
加、負担金の
納入

会議、視察研
修会回数

２回 7
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

2 総
教育施設事務研
究協議会参加

各市相互の連絡協調によ
り学校その他の教育施設
の向上を図る。

職員

定
例
定
型

研修会への
参加

２回 ２回 ２回 ３回
職員の資質の向上が
図ることができ、成
果が出ている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

2
教育施設事務研
究協議会参加

会議、研修会
への参加

会議、研修会
回数

２回 ３回
会議、研修会
への参加

会議、研修会
回数

２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3 総
建築関係講習会
参加

教育施設整備に関する新
しい知識の習得や情報交
換

職員

定
例
定
型

講習会・研
修会に参加
する。

５回 ５回 ５回 204 ５回
職員の資質の向上が
図ることができ、成
果が出ている。

Ａ 149 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

3
建築関係講習会
参加

建築関係講習
会への参加、
負担金の納入

講習会の開催
回数

５回 ５回 204
建築関係講習
会への参加、
負担金の納入

講習会の開催
回数

５回 149
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

4 総
小学校施設の保
守管理

小学校施設の保守点検を
行い、不具合を早期発見
し、施設による事故を未
然に防ぐ。

児童

定
例
定
型

管理委託の
件数

１３件 １３件 １３件 14,325 １３件

学校施設の保守管理
を適切に行ってお
り、成果が出てい
る。

Ａ 16,960 未 高 高 高
現状維

持
有り

4
小学校施設の保
守管理

簡易専用水道
施設、し尿浄
化槽施設の法
定点検の実施

１校当り回数 年１回 年１回 162

簡易専用水道
施設、し尿浄
化槽施設の法
定点検の実施

１校当り回数 年１回 193 可
必
要

済
不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

4
小学校施設の保
守管理

機械設備等の
保守（契約）

契約件数 ２０件 ２０件 14,163
機械設備等の
保守（委託）

委託件数 ２０件 16,767 可
必
要

済
不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

5 総
小学校施設の維
持管理

小学校施設を良好な状態
に維持管理するように努
める。

児童

定
例
定
型

点検・検査
及び管理委
託の実施件
数

２１件 ２２件 ２１件 39,726 ２２件

学校施設の維持管理
を適切に行ってお
り、成果が出てい
る。

Ａ 38,089

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

5
小学校施設の維
持管理

火災保険の加
入及び保険料
支払

加入学校数 １９校 １９校 1,126
火災保険の加
入及び保険料
支払

加入学校数 １９校 1,087

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

5
小学校施設の維
持管理

トイレ等施設
の清掃業務
（委託）

委託件数 ４件 ４件 22,001
トイレ等施設
の清掃業務
（委託）

委託件数 ４件 22,615

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

5
小学校施設の維
持管理

小学校警備業
務（委託）

機械による警
備

３６５日 ３６５日 9,559
小学校警備業
務（委託）

機械による警
備

３６５日 7,117

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

5
小学校施設の維
持管理

校庭樹木整備
（委託）

１校当りの樹
木剪定回数

年１回 年１回 3,496
校庭樹木整備
（委託）

１校当りの樹
木剪定回数

年１回 4,113

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

5
小学校施設の維
持管理

特定建築物に
該当する小学
校教室内の空
気環境衛生検
査を行う

実施校数 ５校 ５校 355

特定建築物に
該当する小学
校教室内の空
気環境衛生検
査を行う

実施校数 ５校 394

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

5
小学校施設の維
持管理

アスベストの
囲込みを行っ
ている居室の
アスベスト室
内環境濃度調
査を行う

対象校 ５校 ５校 971

アスベストの
囲込みを行っ
ている居室の
アスベスト室
内環境濃度調
査を行う

対象校 ５校 1,089

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

5
小学校施設の維
持管理

台風１５号災
害対応（倒木
処理委託）

処理件数 ７件 ７件 2,218

5
小学校施設の維
持管理

学校用地とし
て民有地を購
入する

面積 34.60㎡ 1,674

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 安全で快適な教育環境をつくる

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

教育施設課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

教育施設課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）
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23年度 24年度 25年度 802,661 802,661 1,118,458 1,118,458

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 安全で快適な教育環境をつくる

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

教育施設課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

教育施設課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

6 総

小学校施設建築
基準法第１２条
の法定点検の実
施

公共建築物の安全性及び
防災機能の確保を図るた
め、建築基準法第１２条
に基づく定期点検を行
う。

児童・
教職員

定
例
定
型

事業の進捗
状況

法定定期点
検の実施

※２３年度は、法定
点検実施年度ではな
いため

17,756

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

6

小学校施設建築
基準法第１2条の
法定点検の実施

小学校施設に
おいて法定定
期点検を実施
する。

対象校 １８校 17,756

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

7 総
小学校敷地底地
整理事業

登記簿上残存する道水路
を整理し、教育施設の増
改築等の建築行為が円滑
に出来るよう条件整備す
る。

児童・
教職員

政
策

校舎等の増
改築などが
可能な敷地
条件の把握
又は整理

１校

校舎等の増改
築等が可能な
敷地環境の整
備

校舎等の増改
築等が可能な
敷地環境の整
備

未 高 高 高 拡大
増
や
す

7
小学校敷地底地
整理事業

(25年度実
施）

小学校の地目
変更等の実施
校数

１校
(25年度実
施）

小学校の地目
変更等の実施
校数

１校
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
増
や
す

8 総
小学校施設の補
修（小規模修
繕）

小学校施設の小破修繕及
び小規模修繕に必要な原
材料の購入

児童

定
例
定
型

修繕の実施
件数

３００件 ３００件 ３００件 53,032 ２７７件
適時、適切な小破修
繕を行っており、成
果が出ている。

Ａ 45,986 未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

8

小学校施設の補
修（小規模修
繕）

小学校施設修
繕の調査、見
積、発注、監
理

修繕件数 ２８０件 ２７７件 49,340

小学校施設修
繕の調査、見
積、発注、監
理

修繕件数 ２８０件 42,586 可
必
要

済
不
可

無 有り
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

8

小学校施設の補
修（小規模修
繕）

原材料支給申
請の審査、決
定通知、支給

支給申請件数 １３０件 １７１件 3,692
原材料支給申
請の審査、決
定通知、支給

支給申請件数 １３０件 3,400 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

9 総
小学校敷地の借
り上げ

小学校敷地内の借用地の
借上げ

児童

定
例
定
型

賃貸借契約
の締結

３３件 ３３件 ３３件 77,997 ３３件

適切に学校敷地の賃
貸借契約を締結して
おり、成果が出てい
る。

Ａ 78,302 未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

9
小学校敷地の借
り上げ

借用地の借上
げ

面積
37,269.
82㎡

37,269.
82㎡

77,997
借用地の借上
げ

面積
37,269.
82㎡

78,302 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

10 総
小学校施設整備
事業

小学校施設の補修工事を
行い施設を良好な状態に
維持する。

児童・
教職員

政
策

快適、良好
な教育環境
の整備

全小学校 全小学校 全小学校 301,357 １８校

施設維持のための修
繕工事等が実施して
おり、成果が出てい
る。

Ａ 281,700

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

10
小学校施設整備
事業

小学校施設改
修工事の設
計・発注・監
督

対象校 １９校 １８校 219,772

小学校施設改
修工事の設
計・発注・監
督

対象校 １８校 183,700

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

10
小学校施設整備
事業

小学校施設に
接する参道の
調査測量を行
う。

距離 ２００ｍ 4,500

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

10
小学校施設整備
事業

屋内運動場棟
の外壁改修工
事

対象校 １校 １校 25,780

校舎棟の屋上
防水・外壁改
修及び機械設
備改修工事

対象校 ３校 93,500

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

10
小学校施設整備
事業

小学校普通教
室への扇風機
の設置

設置台数 1,598台 1,598台 55,805

10
小学校施設整備
事業

各教室等への
インターホン
設置を検討

対象校 １６校 １６校
各教室等への
インターホン
設置を検討

対象校 １６校

11 総
小学校大規模改
修整備事業

小学校の施設老朽化の防
止と長寿命化のため、校
舎棟の外壁や内装及び給
排水設備等の改修工事を
行う。

児童・
教職員

政
策

改修工事実
施校数

設計委託２
校

２校
２校（設計
委託２校）

37,956
設計委託

２校

平成２４年度より工
事予定の小学校２校
の設計を完了してお
り、成果がでてい
る。

Ａ 365,500

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

11
小学校大規模改
修整備事業

小学校大規模
改修工事の設
計委託(トイレ
改修を含む。)

実施校数 ２校 ２校 37,956

小学校大規模
改修工事(トイ
レ改修を含
む。)

実施校数 ２校 365,500

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

12 総
小学校特別教室
等空調設備設置
事業

図書室や音楽室等の特別
教室に空調設備を設置す
ることにより、児童の教
育環境の充実を図る。

児童・
教職員

政
策

空調設備の
設置校数

３校 ３校 ４校 38,342 ９校

２校の設置が次年度
繰越しとなったが、
県の交付金を活用
し、事業を前倒しで
きたため、成果が出
ている。

Ａ 9,000 未 高 高 高
現状維

持
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23年度 24年度 25年度 802,661 802,661 1,118,458 1,118,458

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 安全で快適な教育環境をつくる

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

教育施設課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

教育施設課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

12

小学校特別教室
等空調設備設置
事業

小学校特別教
室等に空調設
備を設置

対象校 １１校 ９校 38,342
小学校特別教
室等に空調設
備を設置

対象校 ２校 9,000
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

13 総
中学校施設の保
守管理

中学校施設の保守点検を
行い、不具合を早期発見
し、施設による事故を未
然に防ぐ。

生徒

定
例
定
型

管理委託の
件数

７件 ７件 ７件 7,454 ７件

学校施設の保守管理
を適切に行ってお
り、成果が出てい
る。

Ａ 9,131 未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

13
中学校施設の保
守管理

簡易専用水道
施設、し尿浄
化槽施設の法
定点検の実施

１校当り回数 年１回 年１回 114

簡易専用水道
施設、し尿浄
化槽施設の法
定点検の実施

１校当り回数 年１回 133 可
必
要

済
不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

13
中学校施設の保
守管理

機械設備等の
保守（契約）

契約件数 ９件 ９件 7,340
機械設備等の
保守

委託件数 ９件 8,998 可
必
要

済
不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

14 総
中学校施設の維
持管理

中学校施設を良好な状態
に維持管理するように努
める。

生徒

定
例
定
型

点検・検査
及び管理委
託の実施件
数

１８件 １９件 １８件 20,159 １９件

学校施設の維持管理
を適切に行ってお
り、成果が出てい
る。

Ａ 19,568

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

14
中学校施設の維
持管理

火災保険の加
入及び保険料
支払

加入学校数 １３校 １３校 658
火災保険の加
入及び保険料
支払

加入学校数 １３校 634

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

14
中学校施設の維
持管理

トイレ等施設
の清掃業務
（委託）

委託件数 ４件 ４件 10,509
トイレ等施設
の清掃業務
（委託）

委託件数 ４件 11,157

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

14
中学校施設の維
持管理

中学校警備業
務（委託）

機械による警
備

３６５日 ３６５日 6,421
中学校警備業
務（委託）

機械による警
備

３６５日 4,870

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

14
中学校施設の維
持管理

校庭樹木整備
（委託）

１校当りの樹
木剪定回数

年１回 年１回 2,396
校庭樹木整備
（委託）

１校当りの樹
木剪定回数

年１回 2,828

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

14
中学校施設の維
持管理

特定建築物に
該当する中学
校教室内の空
気環境衛生検
査を行う

実施校数 １校 １校 75

特定建築物に
該当する中学
校教室内の空
気環境衛生検
査を行う

実施校数 １校 79

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

14
中学校施設の維
持管理

台風１５号災
害対応（倒木
処理委託）

処理件数 ２件 ２件 100

15 総
中学校施設の補
修
（小規模修繕）

中学校施設設備の損傷に
伴う修繕に要する経費及
び小規模修繕に要する原
材料購入費

生徒・
教職員

定
例
定
型

修繕の実施
件数

２００件 ２００件 ２００件 33,659 １９１件
適時、適切な小破修
繕を行っており、成
果が出ている。

Ａ 29,463 未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

15

中学校施設の補
修
（小規模修繕）

中学校施設修
繕の調査、見
積、発注、監
理

修繕依頼件数 ２２０件 １９１件 31,168

中学校施設修
繕の調査、見
積、発注、監
理

修繕依頼件数 ２２０件 26,905 可
必
要

済
不
可

無 有り
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

15

中学校施設の補
修
（小規模修繕）

原材料支給申
請の審査、決
定通知、支給

支給申請件数 ８０件 ８８件 2,491
原材料支給申
請の審査、決
定通知、支給

支給申請件数 ８０件 2,558 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

16 総
中学校敷地の借
上

中学校敷地内の借用地の
借上げ

生徒

定
例
定
型

賃貸借契約
の締結件数

２件 ２件 ２件 4,906 ２件

適切に学校敷地の賃
貸借契約を締結して
おり、成果が出てい
る。

Ａ 5,025 未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

16
中学校敷地の借
上

借用地の借上
げ

面積
2,116.3
1㎡

2,094.9
0㎡

4,906
借用地の借上
げ

面積
2,094.9
0㎡

5,025 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

維
持

17 総
中学校施設整備
事業

中学校施設の補修工事を
行い施設を良好な状態に
維持する。

生徒・
教職員

政
策

快適、良好
な教育環境
の整備

全中学校 全中学校 全中学校 162,861 全中学校

施設維持のための修
繕工事等が実施して
おり、成果が出てい
る。

Ａ 122,000

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

17
中学校施設整備
事業

中学校施設改
修工事の設
計・発注・監
督

対象校 １３校 １３校 139,895

中学校施設改
修工事の設
計・発注・監
督

対象校 １３校 122,000

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持
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実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 安全で快適な教育環境をつくる

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

教育施設課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

教育施設課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

17
中学校施設整備
事業

中学校普通教
室への扇風機
の設置

設置台数 ７２２台 ７２２台 22,966

17
中学校施設整備
事業

各教室等への
インターホン
設置を検討

対象校 １３校 １３校
各教室等への
インターホン
設置を検討

対象校 １３校
不
可

必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

18 総

中学校施設建築
基準法第１２条
の法定点検の実
施

公共建築物の安全性及び
防災機能の確保を図るた
め、建築基準法第１２条
に基づく定期点検を行
う。

児童・
教職員

定
例
定
型

事業の進捗
状況

法定定期点
検の実施

※２３年度は、法定
点検実施年度ではな
いため

11,080

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

18

中学校施設建築
基準法第１2条の
法定点検の実施

中学校施設に
おいて法定定
期点検を実施
する。

対象校 １３校 11,080

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

19 総
中学校敷地底地
整理事業

登記簿上残存する道水路
を整理し、教育施設の増
改築等の建築行為が円滑
に出来るよう条件整備す
る。

生徒・
教職員

政
策

校舎等の増
改築が可能
な敷地環境
の整備

１校（松浪
中学校）

１校（梅田
中学校）

3,728
松浪中学

校

底地整理が完了し、
校舎等の増改築が可
能となり、成果が出
ている。

Ａ 3,600

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

19
中学校敷地底地
整理事業

中学校底地整
理測量業務
（委託）

実施校数 １校 １校 3,728
中学校底地整
理測量業務
（委託）

実施校数 １校 3,600

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

20 総
学校施設使用許
可事務

学校施設を開放する。 市民

定
例
定
型

使用許可申
請の件数

８５０件 ８５０件 ８５０件 ９４３件

学校施設の使用許可
申請に対して適切に
事務処理を行ってお
り、成果が出てい
る。

Ａ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

予
算
な
し

20
学校施設使用許
可事務

施設使用に関
する調整事務

施設を開放し
ている学校数

３２校 ３２校
施設使用に関
する調整事務

施設を開放し
ている学校数

３２校

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

予
算
な
し

20
学校施設使用許
可事務

学校施設使用
許可及び使用
料の徴収及び
減免

学校施設の開
放許可件数
（年間）

８５０件 ９４３件

学校施設使用
許可及び使用
料の徴収及び
減免

学校施設の開
放許可件数
（年間）

８５０件

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25

再任用職員の活用や
一部事務については
非常勤嘱託職員の活
用が可能

予
算
な
し

21 総
省エネルギー法
に基づくエネル
ギー管理

エネルギー使用量を中長
期的に年平均１％削減す
る。

教育委
員会で
管理す
る施設

定
例
定
型

エネルギー
使用量の減

１％ １％ １％ 1%

職員の資質の向上と
ともに、エネルギー
の管理を適切に行っ
ており、成果が出て
いる。

Ａ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

21

省エネルギー法
に基づくエネル
ギー管理

エネルギー管
理講習の受講

受講人員 １人 １人
エネルギー管
理講習の受講

受講人員 １人

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

21

省エネルギー法
に基づくエネル
ギー管理

エネルギー使
用量の報告

報告時期 ７月 ７月
エネルギー使
用量の報告

報告時期 ７月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

21

省エネルギー法
に基づくエネル
ギー管理

省エネルギー
設備への改修

エネルギー使
用量の削減

１％減 １％減
省エネルギー
設備への改修

エネルギー使
用量の削減

１％減

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

22 総
学校施設整備補
助金事務

新・増改築や改修工事に
ついて国庫支出金等を利
用し、施設整備の充実を
図る。

国

定
例
定
型

補助金申
請・交付

随時 随時 随時 随時

補助申請及び交付手
続きを的確に行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

22
学校施設整備補
助金事務

補助金申請・
交付手続

対象工事件数 ２件 ２件
補助金申請・
交付手続

対象工事件数 ２件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

22
学校施設整備補
助金事務

県教育施設事
務研究協議会
及び教育施設
整備期成会等
との連絡調整

会議等回数 ２回 ２回

県教育施設事
務研究協議会
及び教育施設
整備期成会等
との連絡調整

会議等回数 ２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

23 総
学校建設公社の
整理に関する事
務

茅ヶ崎市学校建設公社の
財産整理を行う。

学校建
設公社

政
策

学校建設校
舎の解散

１件
保有財産の
整理手続完
了

１件
関係課との調整を
図っており、今後成
果が見込める。

Ａ 57,290 未 低 中 低
休・廃

止
なし

減
ら
す

23

学校建設公社の
整理に関する事
務

２４年度の実
施に向け庁内
調整をする

庁内会議 １回 １回

学校建設公社
が所有する設
計図書を購入
する。

設計図書の冊
数

一冊 57,290
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
減
ら
す
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決算額
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④
市
民
協
働
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⑤
そ
の
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③
民
間
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直
営
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①
人
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成
果
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施策目標 安全で快適な教育環境をつくる
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事務事業の
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事
業
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区
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目標値

改善の内容活動
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教育施設課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

教育施設課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

24 総
施設台帳管理事
務

学校施設台帳の年度更新
に伴う調査報告

施設管
理者

定
例
定
型

期限内に施
設台帳を提
出する。

５月 ５月 ５月 ５月

正確な学校施設実態
調査及び施設台帳の
管理が行っており、
成果が出ている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
有り

予
算
な
し

24
施設台帳管理事
務

公共施設実態
調査の調査報
告

報告時期 ５月 ５月
公共施設実態
調査の調査報
告

報告時期 ５月 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

予
算
な
し

24
施設台帳管理事
務

用地管理台帳
の整備

更新時期 ５月 ５月
用地管理台帳
の整備

更新時期 ５月 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

予
算
な
し

24
施設台帳管理事
務

施設（校舎等
建物）の保有
状況の集計

更新時期 ５月 ５月
施設（校舎等
建物）の保有
状況の集計

更新時期 ５月 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
再任用職員の活用が
可能

予
算
な
し

25 総
工事の設計及び
監理事務

学校施設以外の教育施設
に係る工事の設計業務等

施設利
用者

定
例
定
型

依頼件数 随時 随時 随時 随時

他課からの工事等の
依頼に対して適切に
対応しており、成果
が出ている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

25
工事の設計及び
監理事務

建設・修繕工
事の予算見積

他課からの依
頼件数

１５件 １５件
建設・修繕工
事の予算見積

他課からの依
頼件数

１５件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

25
工事の設計及び
監理事務

建設・修繕工
事の設計図書
作成

他課からの依
頼件数

７件 ７件
建設・修繕工
事の設計図書
作成

他課からの依
頼件数

７件
不
可

必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

25
工事の設計及び
監理事務

工事台帳の管
理

更新時期 ５月 ５月
工事台帳の管
理

更新時期 ５月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を課として迅
速的確に対処する。

全市民
等

定
例
定
型

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルにお
ける課（班）
の活動内容の
検証及び見直

マニュアルの
検証及び見直
し

４月 ４月

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルにお
ける課（班）
の活動内容の
検証及び見直

マニュアルの
検証及び見直
し

４月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

災害時相互応
援協定に基づ
く応援要請
（災害等発生
時）

近隣市町及び
特例市への応
援要請

随時 随時

災害時相互応
援協定に基づ
く応援要請
（災害等発生
時）

近隣市町及び
特例市への応
援要請

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総 庁内共通事務 市民

定
例
定
型

1,915 1,915 2,105 2,105 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

888 総 庁内共通事務 市民

定
例
定
型

2,853 2,853 2,855 2,855 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

888 総 庁内共通事務 市民

定
例
定
型

2,180 2,180 2,892 2,892 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持


